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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第123期

第３四半期連結
累計期間

第124期
第３四半期連結

累計期間
第123期

会計期間

自 平成29年
４月１日

 至 平成29年
12月31日

自 平成30年
４月１日

 至 平成30年
12月31日

自 平成29年
４月１日

 至 平成30年
３月31日

売上高 （百万円） 110,097 112,547 147,805

経常利益 （百万円） 7,087 7,578 8,204

親会社株主に帰属する

四半期（当期）純利益
（百万円） 5,883 5,263 6,579

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 7,106 4,960 7,351

純資産額 （百万円） 70,299 72,895 69,909

総資産額 （百万円） 146,219 141,184 141,116

１株当たり

四半期（当期）純利益
（円） 60.35 54.03 67.49

潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益
（円） － － －

自己資本比率 （％） 46.9 50.4 48.4

 

回次
第123期

第３四半期連結
会計期間

第124期
第３四半期連結

会計期間

会計期間

自平成29年
　10月１日
至平成29年
　12月31日

自平成30年
　10月１日
至平成30年
　12月31日

１株当たり四半期純利益 （円） 21.88 20.90

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益について、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

４．「『税効果会計に係る会計基準」の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を第１四半期連

結会計期間の期首から適用しており、前第３四半期連結累計期間及び前連結会計年度に係る主要な経営指標等

については、当該会計基準等を遡って適用した後の指標等になっております。
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２【事業の内容】

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。

　また、主要な関係会社の異動については、以下のとおりです。

 

（環境資材事業）

　当社の連結子会社であるダイプラ株式会社（大日本プラスチックス株式会社から商号変更）及びタキロンプロテッ

ク株式会社は、平成30年10月１日付でダイプラ株式会社を存続会社とする吸収合併を行いました。

　この結果、平成30年12月31日現在、当社グループは当社及び連結子会社28社により構成されることとなりました。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第３四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

当社は、第１四半期連結会計期間より、報告セグメントごとの業績をより適切に反映させるために、全社費用の配

賦基準を見直し、前第３四半期連結累計期間の数値を変更後の配分方法により組替えた数値で比較しております。

 

（１）業績等の概況

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、引き続き企業収益や雇用・所得環境の改善等を背景とした設備

投資、個人消費の改善に支えられ、緩やかな回復基調で推移しました。

しかし、米中貿易摩擦の長期化に伴う中国経済の減速や欧州政治リスクによる不安定な国際情勢、人手不足に伴う

労働コスト、物流コストの上昇等、経営環境は厳しさを増しつつあります。

このような状況のもと、当第３四半期連結累計期間の連結業績は、売上高は112,547百万円（前年同期比2.2％

増）、営業利益は7,432百万円（前年同期比4.9％増）、経常利益は7,578百万円（前年同期比6.9％増）、親会社株主

に帰属する四半期純利益は、前年同期に計上した負ののれん発生益1,180百万円の反動があり、5,263百万円（前年同

期比10.5％減）となりました。

報告セグメントの概況は、次のとおりであります。

 

建築資材事業セグメント

住設建材事業は、主力のポリカーボネート製採光建材において販売部門を再編しグループ営業力を強化しました。

また、９月以降の台風被害に対する復興需要が続き、売上は伸長しました。一方、管工機材は新設住宅着工戸数の影

響により前年並みの売上となりました。また、企業向けサインも一部の商品で災害復興需要があり、売上が増加に転

じたため、事業全体としては増収となりました。

床・建装事業は、床部門において新製品は好調に推移したものの、大雨、台風等によるマンション改修工事の遅れ

が影響し、低調な結果となりました。建装部門は、国内市場においては堅調に推移しましたが、海外市場において

は、北米、アジア向けで伸長が見られたものの、欧州向けにおける非住宅分野が苦戦し、事業全体としては減収とな

りました。

その結果、建築資材事業セグメントの売上高は36,046百万円（前年同期比1.1％増）、営業利益は2,497百万円（前

年同期比12.0％減）となりました。

 

環境資材事業セグメント

アグリ事業は、原料値上げに伴う原価高影響が見られたものの、需要期に加え災害復旧対応に伴う農業用被覆フィ

ルム、ハウス及び関連資材の需要が全国的に旺盛で販売は好調に推移しました。

インフラマテリアル事業は、震災復興の中間貯蔵施設向けの防水シート、外郭環状道路向けの水膨張性止水材が、

共に物件遅延の影響があったものの、ネットや回転成形タンク、管更生等の販売が堅調を維持したため、全体的には

底堅く推移しました。

その結果、環境資材事業セグメントの売上高は45,977百万円（前年同期比4.1％増）、営業利益は1,458百万円（前

年同期比39.1％増）となりました。

 

高機能材事業セグメント

高機能材事業は、主力の工業用プレートが半導体メモリー設備投資の急減速、FPD設備投資の減退、米中貿易摩擦

の影響を受けた工作機械需要の落ち込み等複数の要因から、前四半期に続き前年割れとなりました。エンプラ素材は

半導体向けが低調であったもののその他用途で維持、濾過板需要は引き続き伸長、中国市場向けの薄物PC板は需要増

により大きく伸長しました。

電子部品事業は小型モータの用途開拓が進み引き続き好調に推移し、前年を上回りました。

その結果、高機能材事業セグメントの売上高は14,721百万円(前年同期比1.0％増)、営業利益は1,590百万円(前年

同期比7.0％減)となりました。
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機能フィルム事業セグメント

機能フィルム事業は、主力のシュリンクフィルム、ジッパーテープ共に、日本国内、アジア、欧州及び北南米の底

堅い需要により堅調に推移しました。

その結果、機能フィルム事業セグメントの売上高は15,801百万円(前年同期比6.4％増)、営業利益は1,697百万円

(前年同期比1.1％増)となりました。

 

（２）資産、負債及び純資産の状況

当第３四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末より67百万円増加し、141,184百万円となりました。

これは主に現金及び預金、受取手形及び売掛金が減少したものの、電子記録債権、建設仮勘定、商品及び製品が増加

したことによるものです。

一方、負債は、前連結会計年度末より2,918百万円減少し、68,288百万円となりました。これは主に借入金に係る

負債が減少したことによるものです。

また、純資産は、前連結会計年度末より2,986百万円増加し、72,895百万円となりました。自己資本比率は、

50.4％となりました。

 

（３）経営方針・経営戦略等

当第３四半期連結累計期間において、当社グループの経営方針・経営戦略等について重要な変更はありません。

 

（４）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

（５）研究開発活動

当第３四半期連結累計期間に支出した研究開発費は基礎研究に係るもので、総額793百万円（消費税等を除く）で

あります。

なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

 

３【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 220,000,000

計 220,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成30年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成31年２月13日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 97,500,000 97,500,000
東京証券取引所

市場第一部

権利内容に何ら限定

のない当社における

標準となる株式であ

り、単元株式数は100

株であります。

計 97,500,000 97,500,000 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　　　　　該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

　　　　　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　　　　　該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（千株）

発行済株式総
数残高(千株)

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成30年10月１日～

平成30年12月31日
－ 97,500 － 15,189 － 14,661

 
 

（５）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（６）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成30年９月30日）に基づく株主名簿による記載をして

おります。

 

①【発行済株式】

平成30年９月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － 　－

議決権制限株式（自己株式等） － － 　－

議決権制限株式（その他） － － 　－

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

 普通株式　　 20,000
－

権利内容に何ら限定のない当社

における標準となる株式

完全議決権株式（その他）  普通株式 97,457,200 974,572 　同上

単元未満株式  普通株式    22,800 － 　－

発行済株式総数 97,500,000 －  －

総株主の議決権 － 974,572  －

（注）「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式数には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株（議決権10個）、

役員向け株式交付信託に係る信託口が保有する当社株式108,000株（議決権1,080個）が含まれております。

 

②【自己株式等】

平成30年９月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

　（自己保有株式）

タキロンシーアイ㈱

大阪市北区梅田三丁

目１番３号
20,000 － 20,000 0.02

計 － 20,000 － 20,000 0.02

（注）上記のほか、役員向け株式交付信託に係る信託口が保有する当社株式108,000株を四半期連結財務諸表上、

自己株式として処理しております。
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２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成30年10月１日から平

成30年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成30年４月１日から平成30年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

(平成30年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成30年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 15,800 11,658

受取手形及び売掛金 ※２ 47,111 ※２ 45,134

電子記録債権 ※２ 6,670 ※２ 8,625

商品及び製品 12,960 14,474

仕掛品 2,675 3,510

原材料及び貯蔵品 5,405 5,683

その他 1,429 1,766

貸倒引当金 △158 △166

流動資産合計 91,894 90,685

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 12,617 12,643

機械装置及び運搬具（純額） 8,847 8,501

土地 13,548 13,546

建設仮勘定 392 2,088

その他（純額） 1,217 1,214

有形固定資産合計 36,624 37,995

無形固定資産 1,118 2,021

投資その他の資産   

投資有価証券 4,625 3,696

繰延税金資産 3,788 3,735

その他 3,122 3,105

貸倒引当金 △57 △55

投資その他の資産合計 11,479 10,482

固定資産合計 49,222 50,498

資産合計 141,116 141,184
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

(平成30年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成30年12月31日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 ※２ 31,009 ※２ 31,555

電子記録債務 ※２ 4,582 ※２ 4,965

短期借入金 2,456 5,366

1年内返済予定の長期借入金 4,979 3,127

未払法人税等 834 1,572

賞与引当金 2,056 1,005

その他 6,954 7,121

流動負債合計 52,873 54,714

固定負債   

長期借入金 4,292 1,099

繰延税金負債 672 595

退職給付に係る負債 9,929 9,501

資産除去債務 498 266

その他 2,940 2,110

固定負債合計 18,333 13,574

負債合計 71,207 68,288

純資産の部   

株主資本   

資本金 15,189 15,189

資本剰余金 30,914 30,914

利益剰余金 22,031 25,442

自己株式 △8 △80

株主資本合計 68,126 71,465

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 508 △84

繰延ヘッジ損益 3 0

為替換算調整勘定 △321 △275

退職給付に係る調整累計額 15 41

その他の包括利益累計額合計 206 △318

非支配株主持分 1,577 1,748

純資産合計 69,909 72,895

負債純資産合計 141,116 141,184
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成30年４月１日
　至　平成30年12月31日)

売上高 110,097 112,547

売上原価 78,443 81,129

売上総利益 31,653 31,418

販売費及び一般管理費 24,564 23,985

営業利益 7,089 7,432

営業外収益   

受取配当金 102 108

受取賃貸料 101 119

持分法による投資利益 18 －

その他 259 332

営業外収益合計 482 561

営業外費用   

支払利息 153 140

売上割引 62 52

賃貸収入原価 59 69

その他 208 153

営業外費用合計 484 415

経常利益 7,087 7,578

特別利益   

固定資産売却益 24 387

投資有価証券売却益 0 32

ゴルフ会員権売却益 － 1

負ののれん発生益 1,180 －

資産除去債務戻入益 － 203

特別利益合計 1,205 624

特別損失   

固定資産処分損 56 101

投資有価証券売却損 5 －

ゴルフ会員権評価損 7 －

特別損失合計 69 101

税金等調整前四半期純利益 8,223 8,101

法人税等 2,119 2,652

四半期純利益 6,104 5,449

非支配株主に帰属する四半期純利益 220 185

親会社株主に帰属する四半期純利益 5,883 5,263
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成30年４月１日
　至　平成30年12月31日)

四半期純利益 6,104 5,449

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 670 △592

繰延ヘッジ損益 △8 △3

為替換算調整勘定 307 81

退職給付に係る調整額 33 25

その他の包括利益合計 1,002 △488

四半期包括利益 7,106 4,960

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 6,876 4,739

非支配株主に係る四半期包括利益 230 221
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

（連結の範囲の重要な変更）

　当第３四半期連結会計期間において、連結子会社であったタキロンプロテック株式会社は、連結子会社であ

るダイプラ株式会社（大日本プラスチックス株式会社より商号変更）を存続会社とする吸収合併（合併期日：

平成30年10月１日）により消滅したため、連結の範囲から除外しております。

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会

計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

 

（追加情報）

（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」等の適用）

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を第１四半期

連結会計期間の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固

定負債の区分に表示しております。

 

（役員に信託を通じて自社の株式を交付する取引）

当社は、平成30年６月27日開催の第123期定時株主総会決議に基づき、当社取締役（非業務執行取締役を除

く。）及び執行役員（以下、総称して「取締役等」という。）の報酬と当社の株式価値との連動性をより明確

にし、取締役等が株価の変動による利益・リスクを株主の皆様と共有することで、中長期的な業績の向上と企

業価値の増大に貢献する意識を高めることを目的に取締役等に対する株式報酬制度を導入しました。

（１）取引の概要

本制度は、当社が金銭を拠出することにより設定する信託（以下、「本信託」という。）が当社株式を取得

し、当社が当該取締役等に付与するポイントの数に相当する数の当社株式が本信託を通じて当該取締役等に対

して交付される株式報酬制度です。

（２）信託に残存する自社の株式

信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により純資産の部に自己株

式として計上しております。当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、当第３四半期連結会計期間71百万円、

108千株です。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

１　偶発債務

債務保証

　従業員の銀行借入金等に対して、次のとおり債務保証を行っております。

 
前連結会計年度

（平成30年３月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成30年12月31日）

従業員の住宅資金借入金 11百万円 9百万円

 

※２　四半期連結会計期間末日満期手形等

　四半期連結会計期間末日満期手形等の会計処理については、手形交換日又は決済日をもって決済処理して

おります。

　なお、当第３四半期連結会計期間末日は金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期

手形等が当第３四半期連結会計期間末残高に含まれております。

 
前連結会計年度

（平成30年３月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成30年12月31日）

受取手形 1,980百万円 1,746百万円

電子記録債権 285 342

支払手形 706 823

電子記録債務 248 262
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四

半期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであり

ます。

 
前第３四半期連結累計期間
（自 平成29年４月１日
至 平成29年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自 平成30年４月１日
至 平成30年12月31日）

減価償却費 3,228百万円 3,329百万円

 

EDINET提出書類

タキロンシーアイ株式会社(E00823)

四半期報告書

15/22



（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成29年４月１日　至　平成29年12月31日）

　１　配当に関する事項

配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年６月28日

定時株主総会
普通株式 497 7.0 平成29年３月31日 平成29年６月29日 利益剰余金

平成29年11月８日

取締役会
普通株式 779 8.0 平成29年９月30日 平成29年12月５日 利益剰余金

 

　２　株主資本の金額の著しい変動

　当社は、平成29年４月１日付で当社を存続会社、シーアイ化成株式会社を消滅会社とする吸収合併を行っ

ております。本合併は、企業結合会計上の逆取得に該当し、当社が被取得企業、シーアイ化成株式会社が取

得企業となるため、合併直前の当社の連結財務諸表上の資産・負債を時価評価した上で、シーアイ化成株式

会社の連結貸借対照表に引き継いでおります。

　このため、前連結会計年度末残高と当第３四半期連結累計期間の期首残高との間に連続性がなくなってお

ります。

　当第３四半期連結累計期間における株主資本の各項目の主な変動事由及びその金額は、次のとおりであり

ます。

（単位：百万円）

 

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成29年４月１日残高 15,189 14,667 23,190 △2,323 50,723

当第3四半期連結累計期間の変動額      

　被取得企業の期首残高 △15,189 △14,667 △23,190 2,323 △50,723

　取得企業の期首残高 5,500 3,979 17,361 △4,499 22,341

　合併による増加 9,689 26,934  4,495 41,119

　剰余金の配当   △1,276  △1,276

　四半期純利益   5,883  5,883

　自己株式の取得    △4 △4

当第3四半期連結累計期間の変動額合計 － 16,246 △1,222 2,315 17,339

平成29年12月31日残高 15,189 30,914 21,967 △8 68,062
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Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成30年４月１日　至　平成30年12月31日）

　１　配当に関する事項

配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成30年６月27日

定時株主総会
普通株式 974 10.0 平成30年３月31日 平成30年６月28日 利益剰余金

平成30年11月１日

取締役会
普通株式 877 9.0 平成30年９月30日 平成30年12月５日 利益剰余金

(注) 平成30年11月１日取締役会の決議による配当金の総額には、取締役等に対する株式報酬制度として信託が保有する

当社株式に対する配当金０百万円が含まれております。

 

　２　株主資本の金額の著しい変動

　該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間 (自　平成29年４月１日　至　平成29年12月31日)

　１　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

        （単位：百万円）

 報告セグメント

その他

（注１）
合計

調整額

（注２）

四半期連結

財務諸表計

上額

（注３）

 
建築資材

事業

環境資材

事業

高機能材

事業

機能

フィルム

事業

計

売上高          

(1)外部顧客への売上高 35,644 44,153 14,582 14,853 109,233 863 110,097 － 110,097

(2)セグメント間の内部売上高

又は振替高
764 637 119 47 1,569 0 1,570 △1,570 －

計 36,408 44,791 14,702 14,901 110,802 864 111,667 △1,570 110,097

セグメント利益 2,838 1,048 1,710 1,678 7,275 153 7,428 △339 7,089

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、物流事業等を含み

　　　　　ます。

　　　２．セグメント利益の調整額は、各報告セグメントに配分していない全社費用になります。

　　　３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。

 

２　報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報

　当社は平成29年４月１日付で当社を存続会社、シーアイ化成株式会社を消滅会社とする吸収合併を行って

おります。これにより、負ののれん発生益1,180百万円が発生しておりますが、各セグメントには配分して

おりません。

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間 (自　平成30年４月１日　至　平成30年12月31日)

　１　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：百万円）

 報告セグメント

調整額

（注２）

四半期連結

財務諸表計

上額

（注３）

 
建築資材

事業

環境資材

事業

高機能材

事業

機能

フィルム

事業

計

売上高        

(1)外部顧客への売上高 36,046 45,977 14,721 15,801 112,547 － 112,547

(2)セグメント間の内部売上高

又は振替高
689 1,265 73 37 2,066 △2,066 －

計 36,736 47,243 14,795 15,839 114,614 △2,066 112,547

セグメント利益 2,497 1,458 1,590 1,697 7,243 189 7,432

（注）１．第１四半期連結会計期間より、報告セグメントごとの業績をより適切に反映させるために、全社

費用の配賦基準を見直し、事業セグメントの利益又は損失の算定方法の変更を行っております。

なお、前第３四半期連結累計期間のセグメント情報については、変更後の利益又は損失の算定方

法により作成したものを記載しております。

２．セグメント利益の調整額は、各報告セグメントに配分していない全社費用等であります。

３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成29年４月１日
至　平成29年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成30年４月１日
至　平成30年12月31日）

１株当たり四半期純利益 60円35銭 54円03銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する

四半期純利益（百万円）
5,883 5,263

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する

四半期純利益（百万円）
5,883 5,263

普通株式の期中平均株式数（千株） 97,484 97,425

（注）１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

     ２．当第３四半期連結累計期間については、取締役等に対する株式報酬制度として信託が保有する当社株

式を、「１株当たり四半期純利益」の算定上、普通株式の期中平均株式数の計算において控除する自

己株式に含めております（当第３四半期連結累計期間54千株）。

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。
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２【その他】

配当金支払額

平成30年11月１日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

中間配当による配当金の総額……………………877百万円

１株当たりの金額…………………………………９円00銭

支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成30年12月５日
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成31年２月８日

タキロンシーアイ株式会社

取締役会　御中

 

有限責任監査法人 トーマツ

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 酒　井　宏　彰　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 上　田　博　規　　印

 
 
　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているタキロンシーア

イ株式会社の平成30年４月１日から平成31年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成30年10月１日

から平成30年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成30年４月１日から平成30年12月31日まで）に係る四半期

連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について

四半期レビューを行った。
 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、タキロンシーアイ株式会社及び連結子会社の平成30年12月31日現在の

財政状態並びに同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がす

べての重要な点において認められなかった。
 
利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
 

以　上

　（注）１　上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２　XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。
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